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１．研究目的 
本研究では、学際的領域から伝統的産業景観（農業関連を含む）に見られる伝統的な知的情報
集積と人的ネットワーク（以下、知的集積等）に関する分析を行ってきた。伝統的産業景観とそ
こに関わる知的情報集積、人的ネットワークの地域間比較調査からは、地域ブランド形成へと関
係し、その実践知としての連関を体系化することを目的とした。 
地域社会が持つ特定の技術、知的集積と環境とが作り出す特定の産業景観（農業景観を含む）
への関心が、昨今、高まっている。産業景観に関する研究はこれまで、土地政策や都市計画の不
備等によって生じた側面を捉える形で展開されてきた。これらは、ペットボトルでのどの渇きを
潤す我々の現在の生活が茶の質的な価値を排除し、生産技術へのこだわりを無用なものとした。
それが、文化情報の喪失と景観の喪失を招いた可能性も否定できない。ある地域が、過去から継
承される何らかの文化情報を創造的に活用し、現在のくらしの中に生かすことができるのであれ
ば、カルチュラルランドスケープも保全され、再生産されると考えられる。 
本研究では昨年度に継続して、長野県千曲市のアンズ、そして京都府南山城地域の茶産業の事
例から、これらの伝統的産業景観が生み出す付加価値と地域ブランドの形成について、知的情報
集積と人的ネットワークの関係性を踏まえ調査を行った。 
 
２．研究方法 
本研究は地域社会学を主軸としつつ、学際的領域から伝統的産業景観に見られる伝統的な知的
情報集積と人的ネットワークに関する分析を行い、これらが現在の地域ブランド形成にどのよう
な影響を与えているかについて、把握することを研究目的とした。なお研究においては社会学的
調査手法に基づき、産業景観に関わる社会資本の現状について把握するのみならず、産業景観の
新たな知見を加味して研究を実施した。つまりここでは、カルチュラルランドスケープを意識し
た土地利用分析を援用し、学際的な研究基盤を形成することとなり、挑戦的な研究としての特徴
を有している。 
 本研究では今年度、長野県千曲市のアンズ、そして京都府南山城地域の茶産業の２事例から、
これらの伝統的産業景観が生み出す付加価値と地域ブランドの形成について、知的情報集積と人
的ネットワークの関係性を踏まえた調査を実施した。 
 
３．研究成果と公表 
①地域ブランドと産業景観－長野県千曲市（旧更埴市）の事例－ 
 千曲市は、「一目十万本」と言われる日本一のアンズの里「森・倉科地区」を抱える。この地域
でアンズが広がったのは、石が混入する水はけの良いこの地域特有の土（ガラ土）が、アンズ栽
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（写真）千曲市役所での聞き取り調査 
培に適していたことが大きい。江戸時代には松代藩によるアンズ栽培が奨励され、１～２万本の
アンズが植えられた。 
 もともとこのアンズ栽培はアンズの果実を収穫することが目的ではなく、アンズの種「杏仁」
の生産が目的であった。アンズの実は腐らせた後、川で実を洗って杏仁を出荷した記述が残る。
このアンズの果実を製品として使用するようになったのは 1780年頃からで、干したアンズを「干
杏」として杏仁とともに盛んに出荷されるようになる。 
 杏仁は森や周辺地区の仲買人を通じて、江戸を中心とした各地へ出荷された。その後も長年に
わたり、アンズは果実のまま出荷するというよりも当地において製品として加工された。明治時
代後期には、当地においてアンズ酒やアンズの缶詰が製造されるようになる。1910 年（明治 43
年）には「森村杏改良組合」が設立され、干杏の共同販売や優良品種の開発、接木による増殖法
の研究などが行なわれた。なお明治期には当地でも実入りが良い養蚕が普及していくが、「森村杏
改良組合」では 1921 年（大正 10 年）にアンズ加工場（現在の森食品工業株式会社）を設立し、
本格的にアンズ製品の加工を行うようになる。そして、アンズ栽培、アンズの加工という当地で
のアンズ産業が構築されていく。 
⇒2018年 5月 25日現地調査を実施（於、長野県千
曲市役所） 
千曲市経済部・観光交流課、建設部・都市計画課、
経済部・農林課、歴史文化財センター 
 聞き取り調査の内容：①千曲市森地区のアンズ栽
培の振興とその景観保全に対する市の施策 
 ②千曲市森地区の景観保全の上で、地域住民との
「景観保全」に対しての合意形成について 
 ③森地区の景観保全と観光振興についての今後
の展望 
 行政からの回答：「景観木の保存に関する補助制度」「多面的機能支払交付金による補助制
度」「千曲市歴史的風致維持向上計画」と景観保全にかかる個々のメニューについて、個々の
制度説明。 
 都市計画の中での当該地区の位置付けについての説明。 
 総括：個々の制度メニューは整備されているものの、それを束ねる計画が十分でないと想
定される。ゆえに、昨年度実施した住民ネットワークの機能化と制度の連関について、今後
の調査へとつなげたい。 
 
②産業景観と地域ブランド化－京都府南山城地域の事例－ 
京都府宇治市は抹茶の生産地として発展し、本ずと呼ばれるワラを用いた覆下園、茶工場、茶
師屋敷等によって構成される土地利用が形成された。これらの要素は、宇治名水の源となる河川
や森林を背景に一つの特徴ある景観を生み出し、宇治観光を発展させるとともに、宇治という地
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（写真）南山城村道の駅「お茶の京都南山城村」 
（写真）宇治川河川敷での茶畑（被覆栽培） 
（写真）宇治駅周辺の老舗茶商 
名や景観が宇治茶ブランドに大きな影響を与えてきたということができる。 
しかし、近年、都市計画等により市街地内での茶生産が困難になるとともに、茶畑の住宅への
転用が進む状況があり、宇治茶ブランドの継続に向けた取り組みが必要となっている。京都府茶
業振興計画（２０１５年）によれば、手摘み茶や本ずを用いた栽培は規模拡大が難しいため、こ
れらの運営には支援が必要であるとしている。しかし、茶業一般を対象とした支援策には限界が
あると考えられるため、茶生産者の工夫により、生
産と販売とを直接的に結び付ける等の経営策におけ
る工夫を認めることができる。 
⇒２０１９年２月２５日現地調査を実施（於、京都
府南山城村役場） 
 南山城村での茶栽培は明治期以降の開拓期から広
がってきたが、トマトや椎茸と同一農産物としての
扱いであった。しかし茶の品質としては、京都府の
出品茶（煎茶部門）で１９年連続１位であるなど高
品質な茶が生産されている。 
 茶畑景観の観光資源化の取り組みとしては特別な
対応はしていないが、お茶の京都ＤＭＯとしての広
域的な観光振興活動へ参加している。 
 
⇒２０１９年２月２５日現地調査を実施（於、一般
社団法人京都山城地域振興社） 
観光庁は日本版ＤＭＯを通じた観光地経営を推進
しているが、本共同研究が対象とする宇治茶の生産
地においてもその展開が認められる。 
調査を実施した組織は京都府から３名、宇治市から
１名の出向と関係者、合計７名によって２０１７年
に設立された。 
組織の目標は宇治茶に関わらず、京都府全域の観光
振興を図るものであり、宇治市を中心とした地域では、
ブランド力のある宇治茶とその生産地、生産地景観等
を観光振興の柱に据えている。現在、「お茶の京都」
グループには１１市町村が関連しており、ＤＭＯでは
特産品の生産や海外でのアピールを含めた観光活動
を支援している。この組織は茶振興を目的とするもの
ではないが、茶生産地の観光分野でのアピールは、宇
治茶の高付加価値化と連動する動きを見せて成功し
23 
 
（写真）日本地域政策学会プロジェクト 
研究会での報告 
ており茶との関係が薄い自治体にもメリットがある。 
一方で、ＤＭＯが委員会等を通じて関わっているものの、地域づくりに関連する活動には課題
がある。これは、関連自治体間の経済的格差や高齢化等のそれぞれの地域が抱える問題に対して
ＤＭＯがそもそも関与する政策的背景を持たないだけでなく、観光政策では解決できない地域社
会の課題解決に向けた検討は各自治体の個別部局の対応事案であり行政連携は困難である。しか
し、観光地経営には行政区域を超えた連携活動が不可欠になるため、観光地経営をより総合的な
地域経営にどのように組み込んでいくのかという点は今後検討すべき課題である。 
 
③公表について 
本研究の公表については、下記のように実施した。 
 １．日本地域政策学会全国研究大会（２０１８年７月
２１日、於：岡山大学） 
   個別報告「産業景観に関わる知的情報集積と人的
ネットワークについて」 
   報告者：大正大学 古平浩、追手門学院大学 井
上典子 
  
 ２．日本地域政策学会プロジェクト研究会（２０１９
年３月１９日、於：中央学院大学） 
  
④総括 
 本研究から、ある地域が過去から継承される何らかの文化情報を創造的に活用し、現在の地域
政策－くらしの中に－生かすことができるのであれば、産業景観も保全され、再生産されること
の可能性を検証してきた。そしてその維持のために、公共主体がどのような地域政策を決定する
必要があるのかという観点を今後の研究へと結び付けたい。 
 
以上 
